
資料１－２

土地 建物 工作物 計

件数 件数 件数 件数 件数 減損損失額 件数 減損損失額 件数 減損損失額 件数 減損損失額

政策企画部 1 1 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0

総務部 1 3 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0

財務部 9 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0

府民文化部 4 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0

福祉部 3 4 1 8 0 0 0 0 0 0 0 0

健康医療部 7 3 0 10 0 0 0 0 0 0 0 0

商工労働部 11 3 0 14 0 0 0 0 0 0 0 0

環境農林水産部 8 3 4 15 0 0 0 0 0 0 0 0

都市整備部 8 1 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0

住宅まちづくり部 3 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0

教育委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公安委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議会事務局 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 55 19 6 80 0 0 0 0 0 0 0 0

普通財産減損対象財産件数一覧表

          項   目

部    局

対象件数（取得価額１億円以上） うち減損を認識した財産件数等

備    考土地 建物 工作物 計

①



件数 減損損失額 件数 減損損失額 件数 減損損失額 件数 減損損失額

政策企画部 0 0 0 0 0 0 0 0

総務部 0 0 0 0 0 0 0 0

財務部 0 0 0 0 0 0 0 0

府民文化部 0 0 0 0 0 0 0 0

福祉部 0 0 0 0 0 0 0 0

健康医療部 0 0 0 0 0 0 0 0

商工労働部 1 0 1 0 0 0 2 0
・（建物）「守口高等職業技術専門校」
・（土地）「東大阪高等職業技術専門校」

環境農林水産部 0 0 2 0 1 0 3 0
・（建物）「三箇牧浄水機場」
・（建物）「玉島浄水機場」
・（工作物）「沿道土壌脱硝システム」

都市整備部 2 0 1 151,150,814 0 0 3 151,150,814
・（土地）牧野穂谷線（都市計画廃止）
・（土地・建物）東部流域下水道事務所

住宅まちづくり部 57 7,367,180,324 58 58,037,938,437 56 833,976,830 171 66,239,095,591
・（土地・建物・工作物）府営住宅毛馬東他54住宅
・（土地・建物）府営住宅長居、府営住宅苅田
・（建物・工作物）府営住宅諏訪

教育委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

公安委員会 1 194,675,480 1 19,799,872 0 0 2 214,475,352
・（土地）元警察犬訓練センター用地
・（建物）元福島警察署

議会事務局 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 61 7,561,855,804 63 58,208,889,123 57 833,976,830 181 66,604,721,757

行政財産減損認識財産件数一覧表

          項   目

部    局

減損を認識した財産件数

備    考土地 建物 工作物 計

②



減損の兆候があるもの（減損を認識した場合を除く）

部局名 所管課名 会計別 事業別

新たに
兆候が
あったも

の

用途 種類 場所 帳簿価額（円） 減損の兆候の概要

土地 248,982,998
使用終了（民営化時までの使
用）の決定

建物 349,545,072
使用終了（民営化時までの使
用）の決定

工作物 105,473,325
使用終了（民営化時までの使
用）の決定

● 土地 1,758,000,000
使用低下（年間利用者数約
47％）

● 建物 1,159,937,586
使用低下（年間利用者数約
47％）

健康医療
部

公衆衛生研
究所

一般会計 衛生研究所事業
公衆衛生研究
所

建物
大阪市東成区中
道1丁目

180,605,609
地方独立行政法人に業務移管
予定（時期未定）

商工労働
部

雇用推進
室

一般会計 公共訓練事業
東大阪高等職
業技術専門校

建物
東大阪市菱江６
丁目

527,678,782 使用低下（入校者数約37％）

建物 12,105,048 使用低下（受益面積28％）

工作物 97,459,404 使用低下（受益面積28％）

環境農林
水産部

南河内農と
緑の総合事
務所

一般会計 農空間整備事業 第二狭山池 土地
大阪狭山市池尻
中１丁目

5,460,669,730 使用低下（受益面積26％）

都市整備
部

港湾局 一般会計
港湾事業（一般会
計）

泉佐野港（一般
会計）

工作物
泉佐野市りんくう
往来北

2,981,234,638 使用低下（収容隻数約47％）

都市整備
部

港湾局 一般会計
港湾事業（一般会
計）

泉佐野港りんくう
往来北地区（一
般会計）

土地
泉佐野市りんくう
往来北

1,732,239,329 使用低下（収容隻数約47％）

都市整備
部

港湾局
港湾整備
事業特別
会計

港湾整備事業（特
別会計）

泉佐野港りんくう
往来北地区（特
別会計）

土地
泉佐野市りんくう
往来北

3,506,454,277 使用低下（収容隻数約47％）

③

― 民営化時まで使用を継続

― 民営化時まで使用を継続

複数の固定資産を一
体として行政サービス
を提供するものと認め
た理由

減損を認識しない根拠

― 使用を継続

― 民営化時まで使用を継続

―
業務移管予定（時期未定）
であったが継続して使用

―

―

使用を継続

使用を継続

― 使用を継続

― 使用を継続

― 使用を継続

― 使用を継続

― 使用を継続

― 使用を継続

富田林市大字甘
南備

堺市南区城山台
５丁

環境農林
水産部

北部農と緑
の総合事務
所

一般会計 農空間整備事業 五領揚水機場 高槻市大字上牧

福祉部
中央子ども
家庭セン
ター

一般会計
子どもライフサポー
トセンター事業

子どもライフサ
ポートセンター

福祉部
障がい福祉
室

一般会計
金剛コロニー管理
運営事業

金剛コロニー



部局名 所管課名 会計別 事業別

新たに
兆候が
あったも

の

用途 種類 場所 帳簿価額（円） 減損の兆候の概要

複数の固定資産を一
体として行政サービス
を提供するものと認め
た理由

減損を認識しない根拠

都市整備
部

港湾局
港湾整備
事業特別
会計

港湾整備事業（特
別会計）

泉佐野港元りん
くう往来北地区
（特別会計）

土地
泉佐野市りんくう
往来北

129,723,776 使用低下（収容隻数約47％）

土地 11,378,747,663
使用低下の見込み（耐震改修に
よる募集制限等）

建物 10,068,783,972

工作物 6,605,842

土地 13,999,980,191
使用低下の見込み（一部用途
廃止予定）

建物 8,512,741,998

工作物 18,626,807

土地 3,605,574,000
使用低下の見込み（耐震改修・
一部用途廃止予定）

建物 3,834,159,360

工作物 19

土地 13,564,559,463
使用低下の見込み（建替えによ
る募集制限等）

建物 96,533,398,709

工作物 4,406,274,037

― 使用を継続

―

― 使用を継続

使用低下の見込み（一部用途
廃止予定）

一体として府営住宅と
しての用を成している
ため

使用を継続

府営住宅
狭山
外１７住宅

府営住宅
城山台２丁
外１３住宅

―

―
（耐震改修後）回復の見込
み

使用低下の見込み（耐震改修に
よる募集制限等）

一体として府営住宅と
しての用を成している
ため

（耐震改修後）回復の見込
み

使用低下の見込み（建替えによ
る募集制限等）

一体として府営住宅と
しての用を成している
ため

（建替え後）回復の見込み

―

―
府営住宅
竹城台第４
外３０住宅

住宅まち
づくり部

住宅経営室
大阪府営
住宅事業
特別会計

府営住宅建設管
理事業

府営住宅
赤坂台３丁
外４住宅

―
使用を継続・（改修後）回
復の見込み

使用低下の見込み（耐震改修・
一部用途廃止予定）

一体として府営住宅と
しての用を成している
ため

使用を継続・（改修後）回
復の見込み

― （建替え後）回復の見込み

住宅まち
づくり部

住宅経営室

住宅まち
づくり部

住宅経営室

住宅まち
づくり部

住宅経営室
大阪府営
住宅事業
特別会計

大阪府営
住宅事業
特別会計

府営住宅建設管
理事業

大阪府営
住宅事業
特別会計

府営住宅建設管
理事業

府営住宅建設管
理事業



部局名 所管課名 会計別 事業別

新たに
兆候が
あったも

の

用途 種類 場所 帳簿価額（円） 減損の兆候の概要

複数の固定資産を一
体として行政サービス
を提供するものと認め
た理由

減損を認識しない根拠

土地 866,041,559
使用低下の見込み（建替え・耐
震改修による募集制限等）

建物 7,448,789,541

工作物 422,360,557

土地 444,141,000 使用低下（在学生徒数約47％）

建物 480,832,817

工作物 13,059,411

警察施設管理事
業

150,466,750
使用終了（新施設運用開始時
（平成29年度以降を予定）まで
の使用）の決定

一般警察活動事
業

29,656
使用終了（新施設運用開始時
（平成29年度以降を予定）まで
の使用）の決定

警察総務事業 109,824
使用終了（新施設運用開始時
（平成29年度以降を予定）まで
の使用）の決定

使用を継続

教育委員
会

西淀川高等
学校

一般会計
府立高等学校管
理運営事業

西淀川高等学
校

大阪市西淀川区
出来島３丁目

―
住宅まち
づくり部

住宅経営室

新施設運用開始時まで使
用を継続

―

府営住宅
千里古江台住
宅・吹田古江台
住宅

―
（建替え・耐震改修後）回
復の見込み

使用低下の見込み（建替え・耐
震改修による募集制限等）

一体として府営住宅と
しての用を成している
ため

（建替え・耐震改修後）回
復の見込み

―
新施設運用開始時まで使
用を継続

使用低下（在学生徒数約47％）
一体として学校として
の用を成しているため

使用を継続

―
新施設運用開始時まで使
用を継続

―

公安委員
会

平野警察署 一般会計
大阪府平野警
察署

大阪市平野区平
野元町

建物

大阪府営
住宅事業
特別会計

府営住宅建設管
理事業



減損を認識したもの

商工労働部 雇用推進室 一般会計 公共訓練事業
守口高等職業技術
専門校

建物
守口市京阪本
通２丁目

15
使用終了（売却予
定）

0

商工労働部
東大阪高等職業技
術専門校

一般会計 公共訓練事業
東大阪高等職業技
術専門校

土地
東大阪市菱江
６丁目

149,164,000
使用終了（跡地利
用を検討中）

0

環境農林水産部
北部農と緑の総合事
務所

一般会計 農空間整備事業 三箇牧浄水機場 建物
高槻市唐崎南
３丁目

1
運転休止（水質が改
善したため）

0

環境農林水産部
北部農と緑の総合事
務所

一般会計 農空間整備事業 玉島浄水機場 建物
茨木市野々宮
１丁目

4,060,410
運転休止（水質が改
善したため）

0

環境農林水産部 環境管理室 一般会計 交通環境事業 ●
沿道土壌脱硝システ
ム

工作
物

吹田市泉町１
丁目

1
稼動休止（大気環
境悪化のおそれが
ないため）

0

都市整備部 枚方土木事務所 一般会計 道路事業 牧野穂谷線 土地
枚方市招堤南
町１丁目

85,456,450
都市計画廃止が告
示されたため

0

土地 310,692,000 0

建物 151,150,815 151,150,814

土地 7,367,180,324 7,367,180,324

建物 58,037,938,437 58,037,938,437

工作
物

833,976,830 833,976,830

公安委員会 警察本部施設課 一般会計 警察施設管理事業 ●
元警察犬訓練セン
ター用地

土地
堺市西区鶴田
町

502,636,000
使用終了（売却予
定）

194,675,480

公安委員会 福島警察署 一般会計 警察施設管理事業 ● 福島警察署 建物
大阪市福島区
吉野４丁目

19,769,915
使用終了（撤去予
定）

19,769,915

公安委員会 福島警察署 一般会計 一般警察活動事業 ● 福島警察署 建物
大阪市福島区
吉野４丁目

29,957
使用終了（撤去予
定）

29,957

合 計 67,462,055,155 66,604,721,757

●
使用終了（売却予
定）

住宅まちづくり部 住宅経営室
大阪府営
住宅事業
特別会計

府営住宅建設管理
事業

●

都市整備部
東部流域下水道事
務所

東大阪市西堤
本通西２丁目

東部流域下水道事
務所

流域下水
道事業特
別会計

流域下水道事業

府営住宅毛馬東
他５７住宅

ー
地元自治体に業務
移管

新た
に認
識が
あっ
たも
の

―1
正味売却価額（売却予定のた
め0）

帳簿価額を備忘価額の1円ま
で減額

減損損失額（円）

減損損失額の算出方法の概要 複数の固定資産
を一体として行政
サービスを提供
するものと認めた
理由

帳簿価額と比較する正味売却
価額・使用価値相当額の別と
その算出方法

摘要

減損後の帳簿
価額（円）

用途 種類 場所
減損前の帳簿価
額（円）

減損に至った経緯

帳簿価額を減額 ―

移管に伴う無償譲渡のため０ 帳簿価額を減額 ―

部局名
所  管
室課名

会計別 事業別

正味売却価額（公有財産台帳
上で把握している現在価額を
採用）

正味売却価額が帳簿価額を
上回っているため減損損失額
は0

―

149,164,000
正味売却価額（公有財産台帳
上で把握している現在価額を
採用）

正味売却価額が帳簿価額を
上回っているため減損損失額
は0

―

15

310,692,000
正味売却価額（路線価を採
用）

正味売却価額が帳簿価額を
上回っているため減損損失額
は0

―

1
正味売却価額（公有財産台帳
上で把握している現在価額を
採用）

正味売却価額が帳簿価額を
上回っているため減損損失額
は0

―

―

④

307,960,520
正味売却価額（路線価を採
用）

帳簿価額を減額 ―

4,060,410
正味売却価額（公有財産台帳
上で把握している現在価額を
採用）

正味売却価額が帳簿価額を
上回っているため減損損失額
は0

85,456,450
正味売却価額（路線価を採
用）

正味売却価額が帳簿価額を
上回っているため減損損失額
は0

―

1
正味売却価額（公有財産台帳
上で把握している現在価額を
採用）

正味売却価額が帳簿価額を
上回っているため減損損失額
は0

―

0

0

0

0
正味売却価額（撤去が決定し
ているため0）

0
正味売却価額（撤去が決定し
ているため0）

帳簿価額を減額 ―

857,333,398


